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１ 目的 

 地球温暖化は、生態系や人類に悪影響を及ぼし、予想される影響の大きさや深刻さから、

人類の生存基盤に関わる最も重要な環境問題の一つであるといえます。 

 岡山県では、平成 14 年 3 月に岡山県地球温暖化防止行動計画を策定し、地球温暖化の原

因である二酸化炭素等温室効果ガスの排出量の削減のための取組を進めてきましたが、近

年、県内の温室効果ガス排出量は増加傾向にあり、特に、県内の温室効果ガス排出量の約

８割を占める産業部門をはじめ、排出量増加の著しい業務部門、運輸部門からの排出量削

減の取組を一層推進する必要があります。 

 これらのことから、県内の温室効果ガス大量排出事業者が、自らの温室効果ガスの排出

量を認識し、排出量の削減に向けた具体的な取組計画を作成、実施するとともに、その内

容を県が公表することにより、事業者の事業活動に伴う温室効果ガス排出量削減の取組を

推進することを目的として温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度を制定しました。 

 

２ 制度の概要 

 「岡山県環境への負荷の低減に関する条例」（平成 13 年岡山県条例第 76 号。以下、条

例という。）第 102 条において、事業活動に伴い相当程度多い温室効果ガスを排出する事

業者（＝特定事業者）は、温室効果ガスの排出を削減するための計画（＝排出削減計画）

を計画期間（5年以内の期間）毎に作成し、知事に提出することが義務づけられています。 

 また、条例第 103 条では、毎年度、前年度の温室効果ガスの排出量や排出削減計画に基

づき実施した措置の状況を知事に報告することが義務付けられています。 

  県は、事業者から提出された排出削減計画や、措置の状況の報告を、県のホームページ

などを通じて公表します。 

       【制度概要図】 
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３ 特定事業者の範囲 

  次の（１）～（３）のいずれかに該当する事業者は、特定事業者に該当します。 

（１） エネルギー使用量の多い事業者 

岡山県内に所在するすべての工場等（工場又は事務所その他の事業場をいいます）の

前年度の原油換算エネルギー使用量を合算した量が、１，５００ｋｌ以上の事業者 
※ 工場等において、燃料（電気を含む）の管理を行っている自動車、鉄道車両、船舶及び航
空機のエネルギー使用量を含みます。 

※ 熱及び電気については、他人から供給されたものに限ります。 
    ■ 原油換算の方法については、４ページを参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （２） 自動車台数の多い運送事業者等 

前年度末日の自動車運送事業の用に供した自動車（使用の本拠の位置を岡山県内    

に登録している自動車で、被けん引車（自動車のうち、けん引して陸上を移動さ    

せることを目的として製作した用具であるもの。）を除く台数が、１００台以上    

であるバス事業者又はトラック事業者等及び２５０台以上であるタクシー事業者 

    ※ 自動車台数基準に満たない台数を保有する運送事業者等であっても、上記（１）の     
エネルギー使用量基準に該当する場合もありますのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

 

   （３）６．５ガス（エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガス）排出事業者 

   常時雇用する従業員が２１名以上の事業者で、岡山県内に所在するすべての工場    

等の、前年度の①非エネルギー起源の二酸化炭素（CO2）、②メタン（CH4)、③一    

酸化二窒素（N2O)、又は、前年中の④ハイドロフルオロカーボン類（HFC)、⑤パ    

ーフルオロカーボン類（PFC)、⑥六ふっ化硫黄（SF6)、⑦三ふっ化窒素（NF3）のいず

れかの排出量が、二酸化炭素換算で３，０００トン以上の事業者 

       ■ 二酸化炭素換算の方法については、11 ページ以降を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【参 考】 下のフロー図に従って特定事業者に該当するかどうかを判断して下さい。 
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４ エネルギー使用量の原油換算 

  原油換算エネルギーの使用量が１，５００ｋｌ以上（＝特定事業者に該当）かどうかを

把握するため、次の方法によりエネルギー使用量を原油換算値に換算してください。 

  (１）県内のすべての工場等で使用したエネルギーについて、エネルギーの種類（燃料、 

   熱、ガス、電気）ごとに、年間の使用量を集計してください。 

        ※ 工場等が管理する自動車、鉄道車両、船舶、航空機のエネルギー使用量も含めます。 

  (２）上記（１）の使用量に燃料の発熱量、熱の係数、電気の換算係数を乗じて熱量（Ｇ    

Ｊ＝ｷﾞｶﾞｼﾞｭｰﾙ）を求め、それを合計し、年間の使用熱量合計（ＧＪ）を求めてく   

ださい。(燃料種別ごとの発熱量については、下表「数値（Ｂ）」を参照） 

  (３）上記（２）の年間の使用熱量合計（ＧＪ）に、「０．０２５８」（原油換算：kl/GJ)      

を乗じて、年間の原油換算エネルギー使用量を算出します。 

   【備考】県内の工場等ごとにエネルギー使用量を求め、合計する方法もあります。 

  ※上記（１）～（３）を踏まえ、次の「エネルギー使用量の簡易計算表」により算出できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



- 5 - 

 

 

  ※ エネルギー使用量の簡易計算表使用上の注意 

   ① 計算表の「使用量」「数値（A)」欄と、「換算係数」「数値（B)」欄を乗じて計算します。 

   ② 都市ガスの発熱量については、契約を調べるか、都市ガス供給事業者にお問合せいただい   

た数値(GJ/千 m3)を用いてください。（都市ガスはたとえばガスの種類１３Aでも、ガス会社   

により換算係数が異なります。） 

  ③ 都市ガスの他に、その他の燃料があれば、上記「都市ガス」と同様に、供給会社に問い合   

わせて、それぞれ計算してください(桁に注意してください）。 

  ④ 燃料に LPG を使用しており、使用量が m3 単位で示されている場合には、供給業者に t（ト

ン）に換算する係数を確認して換算して記入してください。（この係数は供給業者によって

異なることがあります。） 

  ⑤  他人からの蒸気（産業用、産業用以外のいずれも）を使用している場合は、使用量を GJで   

表示する必要があります。受け入れ量がｔ（トン）で表示されている場合には、これにそ   

の蒸気の比エンタルピーを乗じて、GJ 単位としてください。もしドレンを返送しているの   

であれば、返送ドレンの温度より温水の比エンタルピーを求め、返送量（t）を掛けたもの   

を GJ 単位とし、蒸気の熱量（GJ)より引いてください。得られた値を蒸気の使用量の数値と   

します。蒸気の比エンタルピーは飽和蒸気の場合には蒸気圧力から蒸気表などで求めるこ   

とができます。蒸気表がないとか、この情報では充分でない場合には供給元にもご相談く   

ださい。 

 ⑥ 産業用以外の蒸気、温水、冷水については換算係数の数値として熱供給事業者が独自の   

数値を提供する場合はその値を用いることができます。その場合には使用した換算係数に   

より計算してください。 

  ⑦ 一般電気事業者からの買電は、昼間買電と夜間買電に分けます。昼間買電とは土曜休日       

を含め 8時から 22 時までに使用した電気です。 

 

５ ６．５ガス（非エネルギー起源二酸化炭素及び二酸化炭素以外の温室効果ガス）基準による

特定事業者 

 （１）事業者全体で常時使用される従業員数が２１人以上である事業者の、「常時使用さ   

れる従業員」は、前年の４月１日時点で、期間を定めずに使用されている者もしく   

は１ケ月を超える期間を定めて使用されている者（いわゆる「社員」等である期間   

が連続して 1 ケ月を超える者）又は同年の２月及び３月中にそれぞれ１８日以上使   

用されている者をいいます（嘱託、パート、アルバイトと呼ばれている者も含まれ   

る場合があります）。次の表の、「○」のものが該当します。 

 

 

  ※ 役員であっても、事務職員、労務職員を兼ねて一定の職務に就き、一般社員と同じ給与規  

則によって給与を受けている人は、常時使用する従業員の数として数えます。 

 ※ 常時使用する従業員数は、事業者全体で判断します。 
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 （２）非エネルギー起源温室効果ガス（①非エネルギー起源の二酸化炭素（CO2）、②メ   

タン（CH4)、③一酸化二窒素（N2O)、④ハイドロフルオロカーボン類（HFC)、⑤パ   

ーフルオロカーボン類（PFC)、⑥六ふっ化硫黄（SF6)、⑦三ふっ化窒素（NF3））は、

次の活動内容により発生するそれぞれの排出量が二酸化炭素換算で 3,000ｔ以上か

どうかを算定します。 

    ■ 温室効果ガスの排出量の算定方法の詳細については、11ページ以降を参照してください。 
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○

半導体素子等の加工工程でのドライエッチン
グ等における使用

○ ○ ○

変圧器等電気機械器具の廃棄におけるＳＦ６
の回収

変圧器等電気機械器具の点検におけるＳＦ６
の回収

変圧器等電気機械器具の使用

○

変圧器等電気機械器具の製造及び使用の開
始におけるＳＦ６の封入

噴霧器の使用

噴霧器及び消火剤の製造におけるＨＦＣの封
入

○

プラスチック製造における発泡剤としてのＨＦ
Ｃの封入

○

○

家庭用電気冷蔵庫等ＨＦＣ封入製品の廃棄
におけるＨＦＣの回収

○

業務用冷凍空気調和機器の整備におけるＨＦ
Ｃの回収及び封入

○

業務用冷凍空気調和機器の使用開始におけ
るＨＦＣの封入

○

家庭用電気冷蔵庫等HFC封入
製品の製造におけるＨＦＣの封入

六ふっ化硫黄（SF6)の製造

○

ハイドロフルオロカーボン（HFC)の製造 ○

○

○マグネシウム合金の鋳造

○

CH4

温室効果ガス

N2O HFC PFC ＮＦ３SF６

ＨＦＣ等
４ガス

活動
分野

活動の種類 CO2
（非ｴﾈ）

アルミニウムの製造

クロロジフルオロメタン（HCFC-22)の製造

パーフルオロカーボン（PFC)の製造

○

○

○

○

○

○

溶剤等の用途への使用 ○ ○

三ふっ化窒素（NF3)の製造  
６ 温室効果ガス排出量の算定方法 

 温室効果ガス排出量の算定方法は、「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」（平

成 11 年政令第 143 号）に示された方法と同様です。以下の算定方法で算出するほか、実測

による排出量により算定することもできます。 

（１）算定の対象期間 

      温室効果ガスの種類ごとに、以下の期間分を算定してください。 
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（２）ガス別・活動別算定方法 

  Ａ エネルギー起源二酸化炭素（ＣＯ２） 

  ① 燃料の使用 

  ア 燃料の種類ごとに、燃料使用量に、単位量当たりの発熱量、排出係数（単位熱量当たり 

    の炭素排出量）及び 44/12 を乗じて求めます。 

 

  

 算定式 CO2 排出量（tCO2）＝（燃料の種類ごとに）燃料使用量（t, kl, 千Nm3） 

              ×単位発熱量（GJ/t, GJ/kl, GJ/千Nm3） 

              ×排出係数（tC/GJ） 

              ×44/12 

 

 【燃料の種類、単位発熱量及び排出係数】 

 単位発熱量及び排出係数については、「特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算 

定に関する省令（平成１８年経済産業省、環境省令第３号）」（＝算定省令）に定められている 

ものを用いてください。（算定省令に示されている燃料以外の燃料（バイオマス起源メタンなど） 

を燃焼させた場合に排出される CO2 は算定対象外です。） 

 

※具体的な燃料種別の発熱量及び排出係数は 11ページをご覧ください。 

 

 

     例）燃料としてＣ重油を１年間に２，０００ｋｌ使用した場合 

        ２，０００×４１．９×０．０１９５×（４４／１２）＝５，９９１．７ｔCO2 

     ※ ガス別、活動別の排出量算定の有効桁数は、それぞれの排出係数の有効桁数（本例の場合３桁）     

であり、燃料使用量については、排出係数の有効桁数以上で把握してください。なお、有効桁数     

処理は、最終的に二酸化炭素換算排出量を確定する際に、各ガスの有効桁数を踏まえて行うため、     

この段階では、有効桁数処理はしません。 
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   ※ 石油系炭化水素ガス、天然ガス、コークス炉ガス、高炉ガス、転炉ガス及び都市ガスについて     

温度が零度で圧力が１気圧の標準状態に換算した量で把握するには、以下の式で行います。 

 

 

    ※ 液化石油ガス（ＬＰＧ）の使用量は重量で把握しますが、重量が不明な場合には、体積から次の    

ように換算することができます。 

           ＬＰＧ使用量（ｔ）＝ＬＰＧ使用量（kl）× 液密度（t/kl） 

       ・液密度は、供給元から提供を受けられない場合には、ブタン（液密度：0.5730t/kl）とプロパン         

（液密度：0.4928t/kl）の割合を供給もとから提供を受けて算定してください。なお、自動車用         

としては、ブタン：プロパン＝８：２の割合とみなして、液密度を 0.5570t/kl とすることができ         

ます。 

 

    イ 燃料等から発生する副生エネルギーを販売している場合には、当該販売副生エネルギ     

ーについて算定式により計算した量を排出量の合計から控除することができます。  

 

    ② 他人から供給された電気の使用 

    ア 他人から供給された電気を使用する際、他人が発電する際に排出した二酸化炭素を間接 

    的に排出したものとみなし、電気使用量に単位使用量当たりの排出量を乗じて求めます。 

 算定式 ＣＯ2排出量（tＣＯ2) 

          ＝ 電気使用量(kＷh)×単位使用量当たりの排出量（tＣＯ2/kＷh) 

 

    【単位使用量当たりの排出量】 

    電気の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定には、一般電気事業者及び特定規模電気事業者  

から供給を受ける場合は、国が公表する電気事業者ごとの排出係数、電気事業者以外の者か  

ら供給を受ける場合は、実測等に基づく適切な排出係数、これら以外の場合には、環境大臣  

・経済産業大臣が公表する係数を用いてください。 

 

※ 電気排出係数関連ページ（環境省ホームページ） 

   http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc 

 

   ※ 電気の使用量には、自家発電分や非化石燃料のみで発電された電気（太陽光発電、風力発電等によ   

り得られる電気）又は燃料電池から発生した電気で、かつ特定できるものは含まれません。また、自己

託送を行った場合にはその電力量は使用量に含めず、自己託送を受けた場合は使用量に含めてくださ

い。  
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   イ 他人に電気を供給した場合（自己託送を行った場合を含む）には、次の式で算出される量 

   をエネルギー起源二酸化炭素の排出量から控除します。 

        ＣＯ2控除量（tＣＯ2) 

                ＝ 電気販売量(kＷh)×単位販売量当たりの排出量（tＣＯ2/kＷh) 

     この場合の単位販売量当たりの排出量は、発電に伴い発生した二酸化炭素排出量を発電電   

力で除して求めることができます。 

                         
 
 
   

③ 他人から供給された熱の使用 

  ア 他人から供給された熱（産業用蒸気、産業用以外の蒸気、温水、冷水）を使用する場合、   

他人が熱を発生させる際に発生した二酸化炭素を間接的に排出したものとみなし、熱の種 

   類ごとに熱使用量、単位使用量当たりの排出量を乗じて求めます。 

 算定式 ＣＯ2排出量（tＣＯ2) 

       ＝（熱の種類ごとに）熱使用量(ＧＪ) 

            × 単位使用量当たりの排出量（tＣＯ2/ＧＪ) 

 

    【単位使用量当たりの排出量】 

     算定省令で、熱の種類ごとに次のように規定されています。 

       熱の種類        排出係数 

 産業用蒸気    0.060tCO2/GJ 

 蒸気（産業用のものは除く。）、温水、冷水    0.057tCO2/GJ 

 

  イ 他人に熱を供給した場合には、次の式で算出される量をエネルギー起源二酸化炭素の排出   

量から控除します。 

        ＣＯ2控除量（tＣＯ2) 

                 ＝ 熱販売量(ＧＪ)×単位販売量当たりの排出量（tＣＯ2/ＧＪ) 

     この場合の単位販売当たりの排出量は、熱の発生に伴い発生した二酸化炭素排出量を発生   

熱量で除して求めることができます。 

       

 

 

 

    ※ 以上①～③の考え方を踏まえ、次ページの表により算出することができます。 
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  ※都市ガスの発熱量換算係数については、契約を調べるか都市ガス供給事業者にお問い合わせください。 

   

 Ｂ その他の温室効果ガス（非エネルギー起源二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハ  

イドロフルオロカーボン類、パーフルオロカーボン類、六ふっ化硫黄、三ふっ化窒素） 

   ａ）対象となる活動の抽出 

        非エネルギー起源二酸化炭素等の排出量の算定にあたっては、まず、温室効果ガ 

        スごとに定められた当該温室効果ガスを排出する活動のうち、事業者が県内の工     

場等で行っている活動を抽出します。 
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       ※ 排出活動の抽出は、事業者が行う事業活動全てを対象とすることとし、例えば、自ら      

が管理する設備を他社がメンテナンスするような場合についても、自社の管理する事      

業所内で行われる温室効果ガスを排出する活動であれば、自らの排出活動として抽出      

します。 

    ｂ）活動ごとの排出量の算定 

         抽出した活動ごとに、基本的には、次の算定式により算定します。 

 算定式 温室効果ガス排出量（tガス) 

              ＝ 活動量 × 排出係数（活動当たりの排出量) 

       ※ 活動量とは、温室効果ガスの排出と相関のある排出活動の規模を表す指標で、生産量、     

使用量、焼却量等（活動により異なります）がこれに当たります。 

       ※ 排出量は、排出係数の有効数字にあわせた桁数で算定することとし、活動量は、排出           

係数の有効桁数以上で把握、算定します。 

      ● 活動ごとの算定式及び排出係数は、14 ページ以降を参照してください。 

 

    ｃ）排出量の合計の算定 

         温室効果ガスごとに、活動ごとに算定した排出量を合算します。この場合、他     

人に供給した温室効果ガスの量は、温室効果ガスの排出量から控除してくださ     

い。 

    ※ なお、ＨＦＣ、ＰＦＣは、個別のガスにより地球温暖化係数（温室効果ガスごとに      

地球温暖化をもたらす程度について、ＣＯ２との比を表した数値）が異なるため、      

個別の温室効果ガスごとに合算してＣＯ２換算をしてください。 
 
    ｄ）排出量の二酸化炭素換算値の算定 

         上記ｃ）で算定した温室効果ガスごとの排出量を、次の式により、二酸化炭素 

     の排出量に換算します。 

 温室効果ガス排出量（tＣＯ２) 

        ＝ 温室効果ガス排出量（tガス）× 地球温暖化係数 
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       ※ 算定結果は、活動別の排出量の有効数字にあわせた桁数としてください。 
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別表１
対象となる活動 区分 単位 値

石炭 tCO2/t 2.4
石油コークス tCO2/t 3.3
ナフサ ｔCO2/kl 2.3
液化石油ガス（LPG）  tCO2/t 3.0
石油系炭化水素ガス tCO2/1,000Nm3 2.3
液化天然ガス（LNG）  tCO2/t 2.7
天然ガス（液化天然ガス（LNG）を除く。）  tCO2/1,000Nm3 2.1
コークス炉ガス tCO2/1,000Nm3 0.85

アンモニアの製造
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７ 温室効果ガス排出削減計画書の作成 

   条例第 102 条に定める排出削減計画の提出は、岡山県環境への負荷の低減に関する条例

施行規則（平成 14 年岡山県規則第 40 号。以下、「規則」という。）第 58 条第 1項に規

定する様式第 30 号「温室効果ガス排出削減計画書」により作成してください。 

  この計画書は、Ａ４版３枚となっています。 

（１）「住所、氏名（名称）」等 

     計画書の１枚目と２枚目の「別紙 温室効果ガス排出削減計画」に、特定事業者の  

氏名（法人にあっては、その名称）及び、住所（法人にあっては、その主たる事務所の

所在地）を記入してください。また、１枚目には、代表者氏名及び電話番号（法人にあ

っては、主たる事務所の電話番号）を記入してください。 

 

（２）「提出の区分」 

     計画書の１枚目の「提出の区分」欄は、「（新規・継続・変更）」のいずれかをマル

で囲ってください。 

          （計画書 １枚目） 
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（３）「本票作成」欄（以下、計画書の別紙の項目） 

       計画書を作成した部署名を記入してください。（例：○○（株）▲▲工場総務部） 

 

（４）「主たる業種」 

      「分類コード」欄に、日本標準産業分類（平成 19 年 11 月改訂版）の中分類から主

たる業種を１つ選択し、その２桁の番号及び業種名を記載してください。 
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（５）「事業の概要」 

       県内での事業活動について、事業内容、事業活動の規模（生産量、従業員数、店舗

数、保有車両等の台数など）等、現状及び今後の事業計画に沿って簡潔に記入してく

ださい。 

（６）「県内の主な工場等」 

       県内の工場等（工場又は事務所、事業所）の中から、温室効果ガスの排出量の多い

ものから順に６か所まで、その名称及び所在地（市町村名から）を記入してください。

（県内の工場等が６か所以上ある場合にも、記入は６か所までとしてください。） 

（７）「特定事業者の該当要件」 

       ①から③までのうち、該当するもの全ての「□」の中にチェックをしてください。 

    また、工場等の数及びトラック、バス、タクシー事業者で②に該当する場合には、

車両台数の計画書提出時点の数量をあわせて記入してください。 

（８）「計画期間」 

    計画書を提出する日の属する年度から５か年度以内の期間（年度単位：「令和○年 

度」）を記入してください。なお、計画期間の最終年度の翌年度に特定事業者に該当 

する場合には、その年度を初年度とする新たな計画を作成してください。 

     ※ 計画書を提出する日については、経過措置の規定がありますので、P37「８ 温

室効果ガス排出削減計画書の提出」の項を参照してください。 

（９）「削減目標」 

       計画期間の最終年度（＝目標年度）末に見込まれる温室効果ガスの排出量（計画値）

について、温室効果ガスの総排出量（＝総排出量基準）又は原単位（※後述）の改善

（＝原単位基準）のいずれかを選択し、計画期間の初年度の前年度（＝基準年度）の

実績値からの増減率を次の算式で算定して数値を記入してください。（小数点以下第

２位を四捨五入し、小数点以下第１位まで記入） 

 

 

また、上記により算出した目標削減率の値について、「20%以上」～「5%未満」の

５つの「目標区分」のうち、該当する区分に○を記入してください。 

       (「10～5%」の欄は 5%以上 10%未満、「15～10%」は 10%以上 15%未満、「20～15%」は 15%以上 20%

未満) 

     ◎ 目標となる計画値等は、現在の温室効果ガスの排出状況や削減対策の実施状況、 

今後の事業計画、法令の基準等を総合的に勘案するとともに実施可能な温室効果ガ

ス排出量削減対策を十分検討したうえで設定してください。 
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（10）「温室効果ガス排出量」 

    基準年度と目標年度の温室効果ガスの排出量を記入してください。（目標削減率に

「原単位基準」を選択した場合にも、必ず記入してください。なお、単位（ｔＣＯ２）

に注意してください。 （「（ 年度）」は、「令和○○年度」と記入。以下同じ） 

 

（11）「基準年度の主な工場等の排出量」 

       上記（６）で記入した工場等について、各工場等での基準年度の温室効果ガスの排

出量を記入してください。 

 

（12）「（原単位基準の削減目標を選択した場合に記入）」 

     ・「温室効果ガスの排出量と密接な関係を持つ値の内容」 

      上記（９）で削減目標率に原単位基準を選択した場合に、原単位算定に用いた指標 

（事業活動の業態、特性に応じて、生産金額、生産数量、売上金額、延床面積、車

両台数など温室効果ガス排出量と密接な関係を持つ値を選択）の内容及び当該指標

を用いた理由を記入してください。 

      ※ 複数の指標により原単位を算定する場合には、原単位の算定式もあわせて記入 

してください。 

     ・「原単位当たり排出量」 

       （10）で記入した基準年度と目標年度の温室効果ガス排出量を原単位の指標で除 

した数値を記入してください。 

      例）       温室効果ガス排出量   原単位指標（生産額） 原単位当たり排出量 

             基準年度      9,000tCO2          ９億円        1,000tCO2/億円 

             目標年度      8,000tCO2         １０億円          800tCO2/億円 

      ※ 様式中の「CO2/（   ）」の「CO2」の前にｔ又はｋｇを記入し、「（   ）」 

内には、円（千、百万、億円等）、台、㎡などの原単位の算定に用いた指標の     

単位を記入してください。 

 

（13）「ベンチマーク指標の状況」 

     「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（昭和 54 年法律第 49 号）第 5条第 1

項に基づく「工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基

準」（平成 21 年経済産業省告示第 66 号）で、目指すべき水準としてベンチマーク指

標が定められている事業に該当する場合には、計画書の「対象事業の名称」欄にベン

チマーク指標の対象となる事業の名称（セクター名）、「ベンチマーク指標」欄に目

指すべき水準の数値、「関連数値（   年度）」欄は、ベンチマーク指標にあては

めた場合の事業者の数値、「達成率」欄は、 

                  の数値（小数点以下第２位を四捨五入し、 
 

小数点以下１位まで）を記入してください。 
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（14）「目標削減率設定の基本的な考え方」 

   （９）で記入した目標削減率設定にあたっての前提条件（エネルギー使用量の見込 

み、社会経済状況の変化など）や算定の根拠等とともに、原単位基準を選択した場合 

には理由を記入してください。また、各事業者の事業計画やそれぞれの業界団体の環 

境自主行動計画に基づき目標を設定した場合には、あわせてその旨を記入してくださ

い。  

（15）「目標削減率達成のための推進体制」 

      目標削減率を達成するための事業者（又は各工場等）の組織体制（責任者、担当部 

署、点検体制など）とともに、環境マネジメントシステムの導入状況等を記入してく 

ださい。 

（16）「排出量削減のためのこれまでの主な取組」 

      計画期間以前に事業者が実施した温室効果ガス排出量削減のための主な取組内容に 

ついて、実施時期、実施内容、効果などを記入してください。「工場等の名称」欄に 

は、取組を実施した工場等の名称を記入してください。 

   ・ 全ての工場等で実施した場合などには、「全社」等と簡潔に表記してください（以下同じ）。 

（17）「計画期間中に目標削減率を達成するために実施する措置」 

      それぞれの事業活動の内容に応じ、実施可能な温室効果ガス排出量削減のための取 

組内容を検討したうえで、計画期間中に実施する措置の内容、実施予定時期及び当該 

措置の実施による温室効果ガスの排出量削減に期待される効果（削減量等）を記入し

てください。（効果について数量で評価できない場合は、定性的記述のみでも可。） 

  【参考】 これらの措置の検討にあたっては、下記の指針、基準等も参考にしてください。 

    ① エネルギーの使用の合理化に関する基本方針(平成 25 年 12 月 28 日 経済産業省告示第 268 号) 

  ② 工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準 

                          (平成 21 年 3 月 31 日 経済産業省告示第 66 号) 

    ③ 専ら事務所その他これに類する用途に供する工場等を設置しているものによる中長期的な

計画の作成のための指針 

      (平成 22 年 3 月 30 日 財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土

交通省告示第 1号) 

    ④ 製造業に属する事業の用に供する工場等を設置しているものによる中長期的な計画の作成

のための指針 

       (平成 22 年 3 月 30 日 財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省告示第

1号) 

⑤ 鉱業、電気供給業、ガス供給業及び熱供給業に属する事業の用に供する工場等を設置して

いるものによる中長期的な計画の作成のための指針(平成 22 年 3 月 30 日 経済産業省告示

第 68 号) 
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⑥上水道業、下水道業及び廃棄物処理業に属する事業の用に供する工場等を設置しているもの

による中長期的な計画の作成のための指針 

         (平成 22 年 3 月 30 日 厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省告示第 1号) 

    ⑦ 貨物の輸送に係るエネルギーの使用の合理化に関する貨物輸送事業者の判断の基準 

                                (平成 18 年 3 月 31 日経済産業省、国土交通省告示第 7号) 

   ⑧ 旅客の輸送に係るエネルギーの使用の合理化に関する旅客輸送事業者の判断の基準  

                                 (平成 18 年 3 月 31 日経済産業省、国土交通省告示第 6号) 

    ※ 上記資料は、(一財)省エネルギーセンターのホームページから入手できます。 

                        http://www.eccj.or.jp/law06/index.html 

    （ ⑦、⑧の資料は、国土交通省のホームページからも入手できます。  

       http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/environment/sosei_environment_tk_000002.html ） 

    ※  (一財)省エネルギーセンターの「工場の省エネルギー」、「ビルの省エネルギー」（オフ

イスビル、商業ビル、ホテル、病院 ）（http://www.eccj.or.jp/index.html）、経済産業

省資源エネルギー庁の「業界向け省エネルギー実施要領」（一般飲食店、飲食料品小売業、

各 種 商 品 小 売 業 、 学 校 、 社 会 福 祉 ・ 介 護 事 業 者 、 宿 泊 業 、 病 院 ）

（http://www.meti.go.jp/setsuden/press/20080331014/20080331014.html）及び国土交

通省の「省エネ法中長期計画書作成のためのヒント集」（特定輸送事業者向け）（上記国

土交通省の HP）の内容も参考にしてください。 

（18）「森林保全等吸収源対策への取組計画」 

     植林、緑化など、森林の保全活動への取組について、県内での計画がある場合には

「県内での取組」欄の「有」の欄にマルを付けその内容を記入してください。（計画

が無い場合には「無」の欄にマル）県内以外での計画については、同様の要領により

「その他」欄に記入してください。 

    ※ 県内の工場等で実施する取組のみでなく、事業者の県外の工場等が実施する取組 

や事業者全体として取組を実施する場合にも、実施主体を明記し、その内容を記

入してください。（（19）、（20）に同じ。） 

  ※ 初回提出分に限り、計画期間初年度前の取組内容についても、実施年度を明記し、 

この欄に記載してください。（（19）、（20）に同じ。） 

    （既実施分について二酸化炭素吸収量の認証等を受けている場合には、認証機関

（制度）名、認証時期及び認証された吸収量等も記入してください。） 

（19）「再生可能エネルギーの導入計画」 

    県内、その他の区分により「太陽光発電」「風力発電」「バイオマス発電・廃棄物

発電」「太陽熱利用」「バイオマス熱利用・廃棄物熱利用」「水力発電」「地熱発電」

「海洋温度差発電」「波力発電」「潮汐発電」「潮流発電」の導入計画の有無及び計

画がある場合には、その内容（場所、規模、設置予定時期など）を記入してください。 
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（20）その他特記事項 

      地域社会への貢献活動や、温室効果ガス排出量の削減に資する商品の開発や普及に 

関する計画、啓発活動の計画をはじめ、グリーン電力やその証書の購入予定量、排出  

量取引への参加予定、国内排出削減量認証制度による国内クレジットの購入予定等、  

上記（19）にまでに記述した取組以外の地球温暖化対策に係る取組について、実施予  

定時期や取組内容（計画）を記入してください。 

 

      温室効果ガス排出削減計画書２枚目 別紙「温室効果ガス排出削減計画」 

氏 住

名 所

工場等の名称 所　　在　　　地

□ □ □

所 台）

～ ( 箇年度）

□

□ ％

基準年度（ 年度） 目標年度（ 年度）

排出量

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

※　「計画期間」欄には，５箇年度以内で特定事業者が定める期間を記入する。　

原単位当たり排出量

／ （ ) ／ （ ）

指標の状況

【目標削減率設定の基本的な考え方】

年度

特定事業者
の該当要件

（法人にあっては名称） （法人にあっては主たる事業所の所在地）

部署名：本票作成

●車両台数（②該当の場合）

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

分類
コード

温室効果ガス

原単位基準

計画期間

主たる業種 業種名：

目標削減率

事業の
概　要

県内の
主　な
工場等

削減目標

目標年度基準年度

年度

20%以上 15～10% 10～5% 5%未満

ベンチマーク指標

いずれか
を選択

CO2

基準年度（    　　　　年度）の排出量

総排出量基準

CO2

番号

番号

温室効果ガスの排出量と密接な関係を持つ値の内容

①燃料等原油換算1,500kl以上

20～15%目標
区分

基準年度の
主な工場等
の排出量

ｔCO2

(原単位基準
の削減目標
を選択した
場合に記
入）

ｔCO2

（●工場等の数

③CO2換算3,000t以上

関連数値（ 達成率(%)年度）

（該当事業者のみ記入）

ベンチマーク

工場等の名称

対象事業の名称

P31（３）

P31（４）

P32（５）

P32（６）

P32（７）

P32（８）

P32（９）

P33（10）

P33（11）

P33（12）

P33（13）

P34（14）
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    温室効果ガス排出削減計画書３枚目 別紙「温室効果ガス排出削減計画」（つづき） 

【計画期間中に目標削減率を達成するために実施する措置】

【森林保全等吸収源対策への取組計画】

【再生可能エネルギーの導入計画】

【その他特記事項】

その他 有 無

その他 有 無

県内で
の取組

有 無

工場等の名称 措置内容

県内で
の取組

有 無

【目標削減率達成のための推進体制】

【排出量削減のためのこれまでの主な取組】

工場等の名称 取組内容

P34（15）

P34（16）

P34（17）

P35（18）

P35（19）

P35（20）

 
 

  ◎ 別紙「温室効果ガス削減計画」は、提出いただいたものを県ホームページ等で公開

します。各項目は、できるだけわかりやすく、かつ、簡潔に記述してください。 
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 ８ 温室効果ガス排出削減計画書の提出 

（１）提出期限 

    計画書は、規則第 58 条第 1項により、特定事業者に該当することとなった年度の８月 

末日までに提出してください。 

 

（２）提出先 

     〒７００－８５７０（住所は記載不要です。） 

     岡山県環境文化部環境企画課新エネルギー・温暖化対策室 公表制度担当 

   電子メール：ontai@pref.okayama.lg.jp 

 

（３）提出方法 

  ア 郵送又は持参 

計画書 ２部 

あわせて、電子データを電子メールへ添付の上、提出願います。（ＣＤ－Ｒ等

へデータ保存して郵送することも可） 

排出量の検算を行うため、二酸化炭素排出量計算表（またはそれに準じるもの）

１部の提出をお願いしています。 

 

  イ 電子申請 

     電子データ（詳しい方法は、新エネルギー・温暖化対策室のホームページをご

覧下さい） 

 

９ 温室効果ガス排出削減計画書の継続  

  計画書に記載した「計画期間」の最終年度（目標年度）の状況により、翌年度以降も

引き続き特定事業者に該当する場合には、目標年度の翌年度を初年度とする継続計画書

を作成し、８月末日までに提出してください。（規則第 58 条第 2 項） 

 

10 温室効果ガス排出削減計画書の変更  

    提出した計画書別紙「温室効果ガス削減計画」の内容に変更があった場合には、様式 

第 30 号により、変更後の計画書を速やかに提出してください。（提出先、提出部数は、 

上記８（２）、（３）のとおり） 
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11 温室効果ガス排出削減対策実施状況等報告書 

    計画書を提出した翌年度から、計画期間中、毎年度、温室効果ガス削減計画の実施状 

況等について、規則第 59 条に規定する様式第 31 号「温室効果ガス排出削減対策実施状

況等報告書」を作成してください。（この報告書も、Ａ４版３枚となっています。） 

    この報告書では、報告書提出の前年度（以下、前年度）における計画書に掲げた排出 

削減措置等の実施状況とともに、前年度の温室効果ガス排出量や削減目標の達成状況を 

記載していただきますが、報告書の記入項目は、計画書の項目と概ね同じものであり、 

記入方法も計画書に準じます。 

              （報告書１枚目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）県内の主な工場等 

   計画書に記入した工場等と同じ工場等を記入してください。（計画書に記入した工場 

等が廃止され、活動が行われなくなった場合には、その部分（該当番号の位置）は空欄 

としてください。（新たな工場等の追加は、計画書の変更が必要です。） 

 

（２）「特定事業者の該当要件」 

     計画期間中に特定事業者の要件を満たさなくなった場合（例：前年度の原油換算エ  

ネルギー使用量が、1,500kl 未満となった場合）にも、計画期間中は、毎年度、報告書 

を提出していただくことになります（会社の解散等の場合は除く）。特定事業者に該当

しなくなった年度は、この欄の記入は不要です。 
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（３）「温室効果ガス排出量」 

     計画書に記入した基準年度及び目標年度の排出量に加え、前年度の排出量を記入して

ください。 

（４）「主な工場等の排出量」 

    （１）の県内の主な工場等の前年度の排出量を記入してください。 

（５）「削減目標の達成状況」 

     温室効果ガス排出量又は原単位当たりの排出量について前年度と基準年度の増減率 

を少数点以下第１位表示で記入してください。また、「目標達成」欄の□のいずれかに

チェックマークを記入してください。 

（６）「ベンチマーク指標の状況」 

    「関連数値（   年度）」欄に、ベンチマーク指標の考え方にあてはめた場合の、 

前年度の事業者の数値を記入してください。 

     ※ 新たにベンチマーク指標が定められた場合には、計画書の変更は不要とし、報 

告書に反映してください。 

（７）「削減状況の自己評価」 

      温室効果ガス（又は原単位当たり排出量）の削減状況についての見解を記入してく

ださい。（計画の最終年度に目標が達成できなかった場合には、その理由を記入して 

ください。） 

（８）「推進体制」 

      計画書に記入した推進体制に関する事項について、前年度の状況を記入してくださ

い。 

（９）「目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組」 

     計画書に示した「計画期間中に目標削減率を達成するために実施する措置」（P34 

(17））の前年度の実施状況及び計画書に記載した以外の温室効果ガス排出量削減のた

めに実施した措置の内容（及び可能な範囲で数量的な効果）を記入してください。 

   また、上記の実施した措置との区分を明確にしたうえで（「今後実施予定分」と明

記して）、今後実施する予定（計画期間終了後の予定も可）の温室効果ガス排出量削

減のために実施する措置の内容（及び実施時期、期待される効果など）を記入してく

ださい。 

（10）「森林保全等吸収源対策への取組」 

      前年度に実施した、植林等森林保全への取組の内容を記入してください。特に、二  

酸化炭素吸収量の認証等を受けた場合には、認証機関（制度）名、認証時期及び認証

された吸収量等を記入してください。また、今後の取組予定についても（実施した措

置と区分して）記入してください。 
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（11）「再生可能エネルギーの導入」 

     前年度実施した内容（設置場所、規模、効果など）及び今後の取組予定について記入

してください。 

 

（12）「その他特記事項」 

     前年度実施した内容（活動規模、効果など）及び今後の取組予定について記入してく

ださい。 

      温室効果ガス排出削減対策実施状況等報告書２枚目 別紙「前年度の温室効果ガスの排出の

量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況 

氏 住

名 所

業種名：

工場等の名称 所　　在　　地

□ □ □

所 台）

基準年度（ 年度）

排出量

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

ｔCO2

年度 ～ 年度 （

□ 総排出量基準

□ 原単位基準 ％ ％ □ □

） ） ）

指標の状況

【削減状況の自己評価】

）年度

目標年度（

目標削減率

未達達成

目標達成

（法人にあっては名称） （法人にあっては主たる事業所の所在地）

CO2/(

（ ）年度削減実績

CO2/(

目標年度

CO2/(

（
原単位当たり排出量温室効果ガスの排出量と密接な関係を持つ値の内容

基準年度

特定事業者
の該当要件 ●車両台数（②該当の場合）

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上 ③CO2換算3,000t以上

分類
コード主たる業種

（●工場等の数

①燃料等原油換算1,500kl以上

県内の
主　な
工場等

本票作成

事業の
概　要

部署名：

計画期間：

番号

箇年度）
削減目標の
達成状況

ｔCO2

）年度排出量（

達成率等年度）

（該当事業者のみ記入）

関連数値（対象事業の名称 ベンチマーク指標ベンチマーク

(原単位基準
の削減目標を
選択している
場合に記入）

年度）

主な工場等
の排出量

番号 工場等の名称 （ ）年度排出量

温室効果ｶﾞｽ

ｔCO2ｔCO2

P39（１）

P39（２）

P40（３）

P40（４）

P40（５）

P40（６）

P40（７）
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     温室効果ガス排出削減対策実施状況等報告書３枚目 別紙「前年度の温室効果ガスの排出   

の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況（つづき） 

【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

その他 有 無

その他 有 無

県内で
の取組

有 無

【推進体制】

工場等の名称 実施した措置及び今後の取組の内容

県内で
の取組

有 無

P40（８）

P40（９）

P40（10）

P41（11）

P41（12）

 

    ◎ 別紙「前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置   

の状況」についても、提出いただいたものを県ホームページ等で公開します。 

   各項目は、できるだけわかりやすく、かつ、簡潔に記述してください。 
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 12 温室効果ガス排出削減対策実施状況等報告書の提出 

（１）提出期限 

    報告書は、規則第 59 条では、（排出削減計画に基づく）措置を実施した年度の翌年度 

の８月末日までに提出することと定められています。計画書を提出した年度の翌年度か 

ら、計画書に記載した計画期間（P31（８））の最終年度の翌年度まで、毎年度、８月末 

日までに、前年度の排出量及び措置の状況について報告書を作成し、提出してください。 

 

（２）提出先 

     〒７００－８５７０（住所は記載不要です。） 

     岡山県環境文化部環境企画課新エネルギー・温暖化対策室 公表制度担当 

   電子メール：ontai@pref.okayama.lg.jp 

 

（３）提出方法 

  ア 郵送又は持参 

報告書 ２部 

あわせて、電子データを電子メールへ添付の上、提出願います。（ＣＤ－Ｒ等

へデータ保存して郵送することも可） 

排出量の検算を行うため、二酸化炭素排出量計算表（またはそれに準じるもの）

１部の提出をお願いしています。 

 

  イ 電子申請 

     電子データ（詳しい方法は、新エネルギー・温暖化対策室のホームページをご

覧下さい） 
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【計画書及び報告書の作成・提出の流れ】 
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岡山県環境への負荷の低減に関する条例 岡山県環境への負荷の低減に関する条例施行規則 
第五章 温室効果ガスの排出の削減のための措置 

(排出削減計画の作成等) 

第百二条 事業活動に伴い相当程度多い温室効果ガスの排

出をする事業者として規則で定めるもの（以下この章にお

いて「特定事業者」という。）は、規則で定めるところに

より、温室効果ガスの排出を削減するための計画（以下「排

出削減計画」という。）を作成し、知事に提出しなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定事業者） 

第五十七条 条例第百二条第一項の規則で定める事業者は、次

の各号のいずれかに該当する者とする。 

一 県内に設置し、又は管理している全ての工場等（工場又は

事務所その他の事業場をいう。以下この号及び第四号にお

いて同じ。）における前年度の原油換算エネルギー使用量

（当該年度において使用した燃料の量並びに当該年度にお

いて他人から供給された熱及び電気の量（工場等において

運行又は運航の管理を行う自動車、鉄道車両、船舶及び航

空機の燃料及び電気の使用量を含む。）をそれぞれエネル

ギーの使用の合理化等に関する法律施行規則（昭和五十四

年通商産業省令第七十四号）第四条に規定する方法により

原油の数量に換算した量を合算した量をいう。）の合計が

千五百キロリットル以上である者 

二 道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三号）第二条第八

項に規定する自動車運送事業者であって、県内にその使用

の本拠の位置を有する自動車の前年度の末日における台数

が、次のいずれかに該当するもの 

ア 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）第二条

第二項に規定する一般貨物自動車運送事業又は同条第三項

に規定する特定貨物自動車運送事業の用に供する自動車

（被けん引車（自動車のうち、けん引して陸上を移動させ

ることを目的として製作した用具であるものをいう。）を

除く。）の台数が百台以上であること。 

イ 道路運送法第三条第一号に規定する一般旅客自動車運送

事業（同号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業を除

く。）の用に供する自動車の台数が百台以上であること。 

ウ 道路運送法第三条第一号ハに規定する一般乗用旅客自動

車運送事業の用に供する自動車の台数が二百五十台以上で

あること。    

三 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和五十四年

法律第四十九号）第九十九条第一項に規定する貨物輸送事

業者であって、県内にその使用の本拠の位置を有する自家

用貨物自動車（エネルギーの使用の合理化等に関する法律

施行令（昭和五十四年政令第二百六十七号）第十条の表の

中欄に規定する自家用貨物自動車をいう。）の前年度の末

日における台数が百台以上であるもの 

四 前年度の末日において常時使用する従業員の数が二十一

人以上である者であって、県内に設置し、又は管理している

全ての工場等における第四条各号（二酸化炭素については、

エネルギー（エネルギーの使用の合理化等に関する法律第二

条第一項に規定するエネルギーをいう。）の使用に伴って発

生するものを除く。）に掲げる物質のそれぞれの前年又は前

年度における排出の量（地球温暖化対策の推進に関する法律

施行令第五条第十号から第十六号までに規定する方法によ

り算定された排出量をいう。）に当該物質の地球温暖化係数

（地球温暖化対策の推進に関する法律（平成十年法律第百十

七号）第二条第五項に規定する地球温暖化係数をいう。）を

乗じて得た量のいずれかが三千トン以上であるもの 
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２ 前項の規定による提出をした者は、排出削減計画を変

更したときは、規則で定めるところにより、変更後の排

出削減計画を知事に提出しなければならない。 

 

 

(報告) 

第百三条 特定事業者は、毎年度、規則で定めるところに

より、前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計

画に基づき実施した措置の状況を知事に報告しなければ

ならない。 

 

 

(排出削減計画等の公表) 

第百四条 知事は、特定事業者から第百二条第一項若しく

は第二項の規定による提出又は前条の規定による報告

（以下「提出等」という。）があったときは、規則で定

めるところにより、その内容を公表するものとする。 

 

(勧告) 

第百五条 知事は、特定事業者が正当な理由なく第百二条

又は第百三条の規定に違反して排出削減計画を作成せ

ず、若しくは提出等をせず、又は虚偽の記載をして提出

等をしたときは、当該特定事業者に対し、必要な措置を

講ずるよう勧告することができる。 

 

 

 

(勧告の公表) 

第百六条 知事は、前条の規定による勧告を受けた者が正

当な理由なく当該勧告に従わないときは、規則で定める

ところにより、その旨及びその勧告の内容を公表するこ

とができる。 

２ 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、

あらかじめ当該勧告を受けた者に意見を述べる機会を与

えなければならない。 

 

 （排出削減計画の作成等） 

第五十八条 条例第百二条第一項の規定による排出削減計画

の提出は、温室効果ガス排出削減計画書（様式第三十号）に

より、最初に特定事業者に該当することとなった年度の八月

末日までに行わなければならない。 

２ 前項の規定により排出削減計画を提出した特定事業者が、

排出削減計画に記載した目標年度の翌年度において特定事

業者に該当する場合には、前項の規定の例により当該翌年度

を初年度とする排出削減計画を作成し、知事に提出しなけれ

ばならない。 

３ 条例第百二条第二項の規定による変更後の排出削減計画

の提出は、温室効果ガス排出削減計画書（様式第三十号）に

より、排出削減計画の変更後速やかに行わなければならな

い。 

 

 （排出量等の報告） 

第五十九条 条例第百三条の規定による前年度の温室効果ガ

スの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状

況の報告は、温室効果ガス排出削減対策実施状況等報告書

（様式第三十一号）により、当該措置を実施した年度の翌年

度の八月末日までに行わなければならない。 

 

 （排出削減計画等の内容の公表） 

第六十条 条例第百四条の規定による排出削減計画等の内容

の公表は、岡山県環境文化部環境企画課への関係図書の備置

き、インターネットの利用その他知事が適当と認める方法に

より行うものとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（勧告の公表）  

第六十一条 条例第百六条第一項の規定による勧告に従わな

い旨及びその勧告の内容の公表は、岡山県公報に登載する方

法その他知事が適当と認める方法により行うものとする。 
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